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はじめに 

 

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震では、関東地方の広い範囲にわたり地盤

の液状化現象が発生し、住宅、道路、河川堤防、港湾施設、ライフライン等に多大な被害が発生

した。国土交通省関東地方整備局と公益社団法人地盤工学会は、これらの地盤液状化現象の

実態を把握、解明するために、共同で調査を実施し、ここにその成果をとりまとめたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 章 業務概要 

１．１ 業務概要 

(１)業務名 

東北地方太平洋沖地震による関東地方の地盤液状化現象の実態解明 

 

(２)業務目的 

関東地域全体を広域的かつ様々な施設被害を網羅的に捕らえて今回の地震による液状化現象

の実態把握を行い、地盤の変遷や土地利用の状況等の関連情報と合わせて整理を行う。 

なお、実態とは、液状化の発生地点の分布、および液状化発生を招いた地形、地質、地盤の年

代、地震動の性質などの素因を含む。 

 

(３)調査場所 

関東地方整備局管内 

 

(４)業務内容 

業務内容を以下に示す。 

１）液状化発生地点調査 

２）液状化素因調査 

３）とりまとめ 

  

(５)調査期間 

自) 地震発生後  ～  至) 平成 23 年 7 月 31 日 
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１．２ 調査実施体制 

 本業務は、公益社団法人 地盤工学会関東支部内に「東北地方太平洋沖地震による関東地

方の地盤液状化現象の実態解明委員会」なる委員会を立ち上げ、各委員が地震後に調査した

データを集約し、併せて自治体や関係機関へのヒアリング、報道や関係機関の公表情報等を

整理することにより実施した。委員は委員長を含む 5 名の統括委員、関東地方の 7 県からの

委員、他地方の支部からの代表、その他調査データをお持ちの学会員が参画している。表

1.2.1 に委員会名簿を示す。 

 

 

表 1.2.1 東北地方太平洋沖地震による関東地方の地盤液状化現象の実態解明委員会 名簿 
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２章 業務内容 

２．１ 業務の全体像 

（１）はじめに 

このとりまとめ作業は、３月１１日の地震後に関東地方各所で調査されてきた液状化発生の情報を

一つにまとめることを、目的としている。 

液状化発生に関する情報としては、発生地点の位置情報に加えて被害状況、地形地質に関する情報、

そして地震動データが重要である。これらはいずれも客観的な情報であり、これらを取りまとめてお

けば、今後の技術発展において有益な資料となることが期待される。 

他方、周辺で液状化が多発しながらも、一部には液状化災害を免れた場所も無いわけではない。液

状化対策が施工済みであった場合が、その好例である。あるいは対策が施工されていなくとも土質の

わずかな違いによって災害を免れたケースもあるであろう。このような対比情報を取り込んでおくこ

ともまた、将来にわたって有益と考えられる。 

これら客観的な情報と比べ、被害発生メカニズムの説明の中には、ボーリング調査や現場の開削調

査を待たねば確証できないものも無いわけではない。被害メカニズムに関する議論自体は真理探究に

至る重要な道程であるが、主観の混入を避けることはできない。このような議論はあえて今回の情報

収集からは外してあり、むしろ、後日に収集情報を活用する段階で、大いに議論を行っていきたい、

と考えている。 

 

（２） 関東地方の液状化発生地点の全体図 

図2.1.1は、関東地方で液状化が発生した地点の全体分布を示す資料である。これらの地点は地盤工

学会会員が実際に踏査した地点である。そして液状化が発生したかどうかは、砂や水が噴出したこと

によって判定した。すると、たとえ地盤の変形が大きくとも地表面に噴砂が見られない場合には、客

観的に液状化発生を認めることができない、と考え、情報収集からは除外することにした。通常の円

弧すべりによっても地盤は大変形することができるのである。 

液状化は東京湾岸の京葉間および利根川下流域に集中し、あと川崎・横浜方面、那珂川や久慈川方

面、利根川中流、鬼怒川・小貝川流域、古利根川流域に散在している。地盤工学会会員が踏査してい

なくても実際には液状化が起こっていたことが後になって判明した地点もある。川崎市東扇島の首都

高速道路もその例である。このようなケースでは首都高速道路株式会社のような管理者にお願いをし、

情報提供を求めている。同様のお願いは各地の自治体に対しても行っている。特に古利根川に沿う地

域には軟弱地盤が厚く堆積しており、もっと多くの液状化発生が報告されていても不思議ではない。

そこで、この地域の自治体に情報提供を求め、液状化発生地点を追加した。 

これらの地盤液状化事例に加え、マンホールの埋め戻し土の液状化のようなごく小規模な液状化は

さらに広く分布しているはずである。しかしこれらは埋め戻し施工法の問題であり、「地盤」の問題

ではない、と考えて、情報収集の対象からは除外した。 
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一方、九十九里平野や内房の袖ケ浦や木更津方面は、１９８７年の千葉県東方沖地震では随所で液

状化を起こした。しかし、今回の地震では液状化の情報が極めて少なく、実際にも液状化をほとんど

起こしていないようである。 

調査において遭遇した困難は、埋立地の工場には立ち入りが許されないことである。やむを得ず地

震後の航空写真の判読で液状化を発見するべく、作業を実施した。しかし踏査に比べると判断の信頼

性は低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.1.1 関東地方の液状化発生分布 
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（３）東京湾岸の液状化発生情報 

東京都の新木場から千葉市に至る海岸地域では、３月の地震発生以来多くの踏査活動が行われてき

た。現場の通りを一本ずつ歩き、液状化が発生した道路を地図上で赤く塗り、液状化の無い道路を青

で塗り分けた。その成果が図2.1.2である。液状化発生地域はおおむね明治以降の埋立地と一致してい

ることが、重要である。ただし内陸でも旧河道や湖沼の埋立地では、液状化が発生した例が多い。 

 

 

図2.1.2 東京湾岸の踏査地域 

 

 

（４） 個別箇所の調査結果のとりまとめ 

調査箇所ごとの詳細な情報を、別冊資料集のような1箇所あたり6ページの個別調査票にまとめてい

る。その内容は、以下に示すとおりである。 

１） 詳細な液状化発生地点の表示、 

２） 地盤の成り立ち、 

３） 液状化発生と被害の状況の大まかな記述、 

４） 過去の液状化履歴の有無、 

５） 近隣の地震動記録（K-NET が主） 

６） 地質情報（ボーリング柱状図） 

７） 近隣で液状化しなかった地点の地質情報 

 

ボーリング柱状図の出典は、主として地盤工学会関東支部刊行の「関東の地盤」というデータベー

スである。このデータベースには国土交通省のKunijiban のほか、東京都など諸機関から協力、提供

された地盤情報が含まれている。 

＊液状化・非液状化の範囲は推定 
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２．２ 業務内容 

 本業務の内容および調査フローを以下に示す。 

 

（１）液状化発生地点調査 

液状化発生地点の調査は、関東地方全体を対象として地震後の現地調査を行い、液状化発生箇所

を把握した。 

液状化地点は砂や水が噴出したことによって判定した。地盤の変形が大きい場合でも地表面に噴

砂が見られない場合や、マンホールの埋め戻し土の液状化のようなごく小規模な液状化は、液状化

発生箇所から除外した。 

現地調査は道路等の立ち入りができる範囲から行い、そこから目視できない範囲については、専

門家が現地調査の結果に加え、地形・地質情報等からその範囲を推定した（その境界位置は厳密な

ものではない）。 

また、国土交通省では地震直後に幾つかの地域で航空写真の撮影を実施しており、現地調査を実

施していない地域や工場など一般の立ち入りが不可能な箇所の液状化情報を得るために航空写真の

判読を行い、液状化の情報を補完するものとした。 

現地調査を実施しなかった箇所については、一部の自治体等へのヒアリングを実施して、液状化

発生の情報等を入手した。また、各種機関で公表された文献やインターネットから入手できる情報

（都道府県、市区町村、関係機関のホームページ、個人のブログ等）を検索し、液状化発生の情報

を入手した。 

以上のように、できるだけ多くの情報を収集することに努めたが、液状化発生の情報が入手でき

ず現地調査を行っていない地区、工場等で現地調査が困難な地区などがあるため、全ての液状化発

生箇所を特定できているわけではない。また、噴砂が確認されない場合やマンホール周辺埋め戻し

土の液状化のような場合を液状化箇所から除外していることなどから、他機関の調査結果とは異な

る場合があることに留意が必要である。 
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（２）液状化素因調査 

液状化の素因として地形、地質、地盤の年代、地震動の情報、過去の液状化履歴などについて、既

存の資料、自治体等へのヒアリングから整理を行うものとした。 

調査した液状化発生地点をブロック分けし、各箇所について調査票を作成した。 

調査票には以下の基本データ（素因データ）を記載するものとした。 

 

① 液状化発生地点（液状化地点だけでなく非液状化地点も併せて表示）を 1/25000 地図上に表示 

② 地盤の成り立ち（治水地形分類図・土地条件図、迅速図、旧版地形図、航空写真、土地改変履

歴） 

③ 液状化発生と被害の概要 

④ 過去の液状化履歴 

⑤ 近傍の地震動データ（本震・余震、K-NET 等より） 

⑥ 地質情報（ボーリング柱状図等（公開データベースより）） 

⑦ 液状化状況写真 

 

（３）とりまとめ 

本業務は、液状化発生地点とその素因のデータ整理を主目的としており、被害発生メカニズム等の

詳細な分析を行うことを目的としていないが、得られた液状化発生地点調査および液状化素因調査の

結果を踏まえて、今回の地震による液状化現象の実態の概要をとりまとめた。 
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図 2.2.1 調査フロー 
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３．調査結果 

３．１ 液状化発生地点調査結果 

現地踏査または自治体や関係機関から入手した情報により液状化発生の有無が確認された地点は、

1/25000 地形図上で表現出来る精度として、液状化の発生が確認された地点を赤丸で、液状化の痕跡

が確認されなかった箇所（砂や水の噴出および液状化による被害が確認されていない箇所）を青丸で

表示し、液状化が発生した道路を地図上で赤く塗り、液状化の無い道路を青で塗り分けた。 

面的な広がりについては、専門家が現地調査の結果に加え、地形・地質情報等からその範囲を推定

し、網掛けで表示した（その境界位置は厳密なものではない）。 

図面上で着色のない箇所は、液状化発生の情報がなく、現地調査等を実施していない箇所である。 

調査結果の凡例を表 3.1.1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1.1 液状化発生地点調査結果の凡例 

● 液状化 噴砂、噴水等を目視確認した箇所 

● 非液状化 液状化の痕跡が確認されなかった箇所 
（砂や水の噴出および液状化による被害が確認されていない箇所）

 液状化範囲 

 非液状化範囲 

専門家が現地調査の結果に加え、地形・地質情報等を加味して

その範囲を推定した範囲（その境界位置は厳密なものではない）
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図 3.1.1 に調査の結果抽出された関東地方全体の液状化発生箇所の分布を示す。また、図 3.1.2 に

13 の区域に分割した液状化調査範囲位置図を示し、図 3.1.3(1)～図 3.1.3(13)に調査範囲 13 ブロック

の拡大図を示す。 

図 3.1.1 より、関東地方の茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川の 1 都 6 県で液状化の発

生が確認された。最北端は栃木県大田原市、最西端は埼玉県熊谷市、最南端は千葉県南房総市、最東

端は千葉県銚子市である。液状化の発生は東京から千葉にかけての東京湾岸および利根川下流域に集

中してみられ、その他、川崎・横浜方面、那珂川や久慈川方面、利根川中流、鬼怒川・小貝川流域、

古利根川流域に散在している。 

 都道府県、市区町村別にみると、以下の表 3.1.2 に示すとおりである。関東地方全体で少なくとも

96 の市区町村で液状化の発生が確認された。県別にみると、震源に近い茨城県が 36 市区町村で最も

多く、次いで千葉県が 25 市区町村となる。 

 

 

 

表 3.1.2 液状化発生箇所を含む市区町村 

都道府県 市区町村 
液状化が発生し

た市区町村数 

茨城県 

水戸市、日立市、土浦市、古河市、石岡市、結城市、龍ヶ崎市 
下妻市、常総市、常陸太田市、北茨城市、取手市、つくば市 
ひたちなか市、鹿嶋市、潮来市、守谷市、那珂市、筑西市、坂東市 
稲敷市、かすみがうら市、神栖市、行方市、鉾田市、つくばみらい市

茨城町、大洗町、東海村、美浦村、阿見町、河内町、八千代町 
五霞町、境町、利根町 

36 

栃木県 栃木市、真岡市、大田原市 3 
群馬県 館林市、板倉町、邑楽町 3 

埼玉県 
さいたま市、熊谷市、川口市、行田市、加須市、春日部市、羽生市 
越谷市、戸田市、鳩ヶ谷市、和光市、久喜市、八潮市、幸手市 
吉川市、宮代町 

16 

千葉県 

千葉市、銚子市、市川市、船橋市、木更津市、松戸市、野田市 
成田市、東金市、旭市、習志野市、柏市、八千代市、我孫子市 
浦安市、袖ヶ浦市、印西市、南房総市、匝瑳市、香取市、山武市 
栄町、神崎町、東庄町、九十九里町、 

25 

東京都 
中央区、港区、墨田区、江東区、品川区、大田区、北区、板橋区 
足立区、葛飾区、江戸川区 

11 

神奈川県 横浜市、川崎市 2 
総 計 96 
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図 3.1.1 関東地方の液状化発生箇所の分布（全体図） 
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図 3.1.2 液状化調査範囲位置図 

 

12



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図
3.

1.
3(

1)
 
液

状
化

調
査

範
囲

位
置
図

そ
の

1（
東
京

湾
岸

北
部
）

 ＊
液

状
化

・
非

液
状

化
の

範
囲

は
推

定
 

13



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図
3.

1.
3(

2)
 
液

状
化

調
査

範
囲

位
置
図

そ
の

2（
東
京

湾
岸

南
部
）

 

＊
液

状
化

・
非

液
状

化
の

範
囲

は
推

定
 

14



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図
3.

1.
3(

3)
 
液

状
化

調
査

範
囲

位
置
図

そ
の

3（
南
房

総
）

 
＊

液
状

化
・

非
液

状
化
の

範
囲

は
推

定
 

15



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図
3.

1.
3(

4)
 
液

状
化

調
査

範
囲

位
置
図

そ
の

4（
九
十

九
里

沿
岸
）

 
＊

液
状

化
・

非
液

状
化
の

範
囲

は
推

定
 

16



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図
3.

1.
3(

5)
 
液

状
化

調
査

範
囲

位
置
図

そ
の

1（
利
根

川
下

流
（
佐

原
～

銚
子

）、
霞
ヶ
浦

南
東
部

）
 

＊
液

状
化

・
非

液
状

化
の

範
囲

は
推

定
 

17



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図
3.

1.
3(

6)
 
液

状
化

調
査

範
囲

位
置
図

そ
の

6（
利
根

川
下

流
（
我

孫
子

～
佐

原
）
、
霞
ヶ

浦
西
部

）
 

＊
液

状
化

・
非

液
状

化
の

範
囲

は
推

定
 

18



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図
3.

1.
3(

7)
 
液

状
化

調
査

範
囲

位
置
図

そ
の

7（
荒
川

下
流

北
部
、

古
利

根
川

流
域

南
部

）
 

＊
液

状
化

・
非

液
状

化
の

範
囲

は
推

定
 

19



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図
3.

1.
3(

8)
 
液

状
化
調
査

範
囲

位
置
図

そ
の

8（
霞
ヶ

浦
北

西
部
）

 
＊

液
状

化
・

非
液

状
化
の

範
囲

は
推

定
 

20



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図
3.

1.
3(

9)
 
液

状
化

調
査

範
囲

位
置
図

そ
の

9（
鬼
怒

川
・

小
貝
川

流
域

）
 

＊
液

状
化

・
非

液
状

化
の

範
囲

は
推

定
 

21



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図
3.

1.
3(

10
) 

液
状
化

調
査
範

囲
位
置

図
そ
の

10
（

古
利
根

川
流
域

北
部

）
 

＊
液

状
化

・
非

液
状

化
の

範
囲

は
推

定
 

22



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図
3.

1.
3(

11
) 

液
状

化
調

査
範
囲

位
置

図
そ
の

11
（

大
洗
～

水
戸
～

日
立

）
 

＊
液

状
化

・
非

液
状

化
の

範
囲

は
推

定
 

23



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図
3.

1.
3(

12
) 

液
状
化

調
査
範

囲
位
置

図
そ
の

12
（

北
茨
城

）
 

図
3.

1.
3(

13
) 

液
状
化

調
査
範

囲
位
置

図
そ
の

13
（

栃
木
県

東
部
）

 

＊
液

状
化

・
非

液
状

化
の

範
囲
は

推
定

 
＊

液
状

化
・

非
液

状
化
の

範
囲

は
推

定
 

24



３．２ 液状化素因調査結果 

（１）調査票作成箇所 

素因調査の結果を整理するために、個別調査票を作成する箇所は、市区町村境界、埋立年代、被害

の大小等により区分し、隣接する自治体にまたがる箇所を統合整理して 183 の箇所に分割した。1 つ

の箇所は A3 横サイズに 2 種類の 1/25000 縮尺の図を並べて比較できるように、縦 16cm（4.0km）×

横 17.5cm（4.375km）の範囲に収まるように区分した。結果的に、被害範囲の大きな東京湾岸の埋立

地や利根川下流の主要な箇所についてもこの枠のサイズでカバーすることができた。 

183 箇所の調査票箇所名一覧表を表 3.2.1(a)～(c)に示す（No.144 は欠番）。液状化発生箇所が複数自

治体にまたがっている調査票については複数の自治体名を記載している。また、主要な液状化発生箇

所の地名と調査の出典を併せて示した。 
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（２）調査票記載内容 

調査票に記載した素因データの内容は以下のとおりである。調査票は 1 箇所 6 ページからなり、表

3.2.2 のような構成となっている。 

 

表 3.2.2 調査票の構成 

ページ 記載情報 

1 
地形情報（液状化発生箇所図、治水地形分類図・土地条件図） 

被害情報 

2 
地形情報（液状化発生履歴図、空中写真） 

被害情報（1 ページと同一） 

3 
地形情報（現在の地形図、迅速図（ない場合は、旧版地形図）） 

被害情報（1 ページと同一） 

4 地盤情報（ボーリング柱状図、想定土層断面図、地盤定数等） 

5 地震動の情報 

6 
液状化状況写真 

被害情報（1 ページと同一） 

 

 

 

1) 地形情報 

・対象箇所の 1/25000 地形図（現在、過去（1/20000 迅速図、1/25000 旧版地形図）） 

現在の地図と迅速図は基本的に全ての調査票に使用し、旧版地形図は、途中の時期の情報が必要な

場合に挿入図として使用。 

・治水地形分類図、土地条件図 

・過去の液状化発生の履歴（日本の液状化履歴マップ 745-2008（若松加寿江著）） 

・航空写真貸与データ 

航空写真判読の項で詳細を示すが、①利根川下流域、②鹿島灘、③九十九里浜、④東京湾岸の 4

箇所。これ以外の箇所については、Google Earth の航空写真を用いた。 

・土地改変履歴 

 既存資料やヒアリング等で調査した。 
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2) 被害情報 

・液状化発生面積 

 以下のように大きく 4 段階で分類した。 

 

表 3.2.3 液状化発生面積の分類 

液状化発生面積 定義 

大 面的に広範囲に液状化が発生 

中 5 箇所以上だが、面的には限定的な発生 

小 5 箇所以下程度の発生箇所 

なし 発生がみられず 

 

・被害の概要 

・噴砂の状況 

・地盤の変形量（沈下、傾斜） 

・被害の程度 

以下のように大きく 6 段階で分類した。単なる噴砂だけの場合は少し低めに評価し、構造物の変形

量、損傷が大きな場合には高めに評価した。 

 

 

表 3.2.4 被害の程度 

被害の程度 定義 

大 復旧に時間がかかるような大きな変形が発生、または、箇所的に多い場合

中～大  

中 中程度の被害 

小～中  

小 復旧が容易な被害または、箇所的に少ない場合 

なし 被害がみられず 

 

 

3) 地盤情報 

ボーリング柱状図、想定土層断面図、地下水位、液状化対象層の層厚、深度、N 値、液状化強度

RL20、物理特性等 

地盤情報については、地盤工学会関東支部刊行の「関東の地盤」、都・県が公開するデータベース、

Kunijiban、ジオ･ステーション、TRABIS などから収集した。 
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4) 地震動の情報 

 近傍の地震観測点で得られている地震動の情報を記載（加速度時刻歴波形、地震観測点の地盤条件、

発生地域と地震観測点との距離、最大加速度、最大速度、加速度 50gal 以上の強震継続時間、気象庁

震度階、加速度応答スペクトル）。 

 地震観測点は、K-NET、KiK-NET、国土交通省地震計ネットワーク、東京都港湾局等の観測デ

ータを整理。 

 対象とする地震は、以下の 2 つとした。 

2011/3/11 14：46 M9.0（本震） 

2011/3/11 15：15 M7.4（茨城沖余震） 

 

5)  液状化状況写真 

 調査票に整理する液状化状況写真は、その箇所の代表例として調査票 1 枚に整理した。 

 

 

（３）調査票作成例 

以下に調査票の作成例を「No.21 浦安市-1」を例として、調査票の内容を示す。183 箇所の調査票

は別冊資料としてまとめた。 
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表 3.2.5(a) 調査票の作成例 ページ 1、2（No.21 浦安市-1） 
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表 3.2.5(b) 調査票の作成例 ページ 3、4（No.21 浦安市-1） 
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表 3.2.5(c) 調査票の作成例 ページ 5、6（No.21 浦安市-1） 
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３．３ 自治体等へのヒアリング 

ヒアリングを実施した自治体および関係機関の選定基準は以下のとおりである。 

 

・何らかの液状化被害の報道（自治体 HP、新聞等）があった、あるいは、現地調査があまりな

されていない古利根川流域や霞ヶ浦周辺で、委員の調査範囲からもれている自治体 

 

ヒアリングを実施した自治体および関係機関を以下に示す。31 自治体、4 機関である。自治体

および関係機関名が枠囲みになっているものは、何らかの液状化情報が得られて調査票に反映す

ることができたものである。それ以外は液状化の発生はなかった、あるいは液状化の発生が確認

できなかった自治体である。 

 

茨城県：かすみがうら市、阿見町、美浦村、稲敷市、笠間市 

千葉県：東金市、山武市、茂原市、四街道市 

埼玉県：熊谷市、行田市、羽生市、宮代町、春日部市、越谷市、鳩ヶ谷市、八潮市、 

吉川市、加須市、さいたま市、川口市、草加市、蓮田市、白岡町、松伏町、伊奈町 

東京都：葛飾区、江戸川区 

群馬県：館林市、板倉町、桐生市 

関係機関：東京都港湾局、首都高速道路株式会社、住友金属工業株式会社、UR 都市機構 

 

また、利根川下流河川事務所、霞ヶ浦河川事務所からは、管内の被災調査データを提供いただ

き、液状化発生地点に追加した。 
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３．４ 現地踏査結果と航空写真判読結果との比較 

 地震直後に撮影した航空写真から液状化発生地点を判読し、液状化発生地点の現地調査データを補

強するために実施した。 

 

（１）判読実施範囲 

 航空写真データの範囲は図 3.4.1 に示す 4 箇所であるが、④東京湾岸に関しては、他機関の解析を

待つこととし、今回の判読対象から除外した。 

 ①利根川下流域、②鹿島灘、③九十九里浜の判読メッシュ分割図を図 3.4.2～図 3.4.4 に示す。この

判読メッシュにしたがい、判読を行い、最後に数値化を実施し、統合した。 

 

① 利根川下流域 

② 鹿島灘 

③ 九十九里浜 

④ 東京湾岸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.4.1 現地調査と写真判読の凡例 

現地調査 

● 液状化 噴砂、噴水等を目視確認した箇所 

● 非液状化 液状化の痕跡が確認されなかった箇所 
（砂や水の噴出および液状化による被害が確認されていない箇所）

 液状化範囲 

 非液状化範囲 

専門家が現地調査の結果に加え、地形・地質情報等を加味して

その範囲を推定した範囲（その境界位置は厳密なものではない）

写真判読 

 噴砂 

 噴砂（確度低） 

● 噴砂口 

 亀裂 

 亀裂（段差有り） 

 開口 

 崩壊・崩落の範囲 

液状化の可能性があると判定した箇所 

36



 

図3.4.1 航空写真データ範囲 

 

① 利根川下流域 

②鹿島灘 

③ 九十九里浜 

④ 東京湾岸 
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図 3.4.3 鹿島灘沿岸判読分割図（赤線は比較した範囲） 
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図 3.4.4 九十九里沿岸判読分割図（赤線は比較した範囲） 
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（２）現地踏査結果と航空写真判読結果との比較 

 航空写真判読した結果と実際に現地踏査をした箇所との比較を 4 例ほど実施し、判読の精度を検証

した。その前に写真判読と現地調査結果がよく合っている例と合っていない例を 1 例ずつ紹介する。 

図 3.4.5 は現地調査結果が写真判読とよく合っている例であり、図 3.4.6 にはあまり合っていない例

である。地域的には 2 箇所とも龍ヶ崎市の小貝川左岸部であるが、同じ地域であってもこのような相

違が生まれることを航空写真判読の際には留意する必要がある。 
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図 3.4.5 現地調査結果と写真判読結果がよく合っている例 

（上図：現地調査結果、下図：写真判読結果、龍ヶ崎市小貝川左岸） 

＊液状化・非液状化 
の範囲は推定 
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図 3.4.6 現地調査結果と写真判読結果が合っていない例 

（上図：現地調査結果、下図：写真判読結果、龍ヶ崎市小貝川左岸） 

＊液状化・非液状化 
の範囲は推定 
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次に、もう少し広い範囲について比較を実施した。液状化の発生が顕著な箇所を利根川下流域から

2 地点（神栖（図 3.4.2 の 532 地点）、栄町出津（図 3.4.2 の 361 地点））、鹿島灘沿岸（常陸那珂港（図

3.4.3 の 32 地点））と九十九里沿岸（旭市（図 3.4.4 の 3478 地点））からそれぞれ 1 地点選んだ。 

現地踏査結果と航空写真判読結果との比較結果を図 3.4.7～図 3.4.10 に示す。 

 

（１）利根川下流域（図 3.4.7：神栖（図 3.4.2 の 532 地点）） 

航空写真判読では中央付近にみられる現地調査の赤色の塗りつぶし領域はある程度評価できてい

る。ただし、非液状化と判定された青色の塗りつぶし領域にもかなりの噴砂があると評価している。 

 

（２）利根川下流域（図 3.4.8：栄町出津（図 3.4.2 の 361 地点）） 

 出津地区の旧河道部にみられる赤の塗りつぶし領域はそれなりに液状化と判読された。ただし、そ

の周辺の液状化がみられなかった範囲にも噴砂箇所と判定している箇所が多くみられる。 

 

（３）鹿島灘沿岸（図 3.4.9：常陸那珂港（図 3.4.3 の 32 地点）） 

 常陸那珂港内は構内道路が液状化したことがわかっているが、それ以外については立ち入りができ

ないため、状況が不明だった。この判読結果によれば、かなりの範囲で構内にも噴砂や亀裂が発生し

ているという結果となった。また、1 点だけ現地調査の赤点がみられる下水処理施設周辺については、

噴砂が広い範囲にわたり周辺にもあると判読された。 

 

（４）九十九里沿岸（図 3.4.10：旭市（図 3.4.4 の 3478 地点）） 

現地調査で確認されたモザイク状の赤い塗りつぶしの液状化範囲とは、おおむね整合しているが、

現地調査の判定よりもかなり噴砂箇所を多めに判定している。また、左上角の方の現地調査の液状化

範囲を液状化と判定できていない。 

 

以上より、航空写真判読では、現地調査の液状化判定結果とある程度整合した判定結果を示すが、

現地調査よりも液状化範囲を過大に判定する傾向がある。また、現地調査で液状化したと判定された

箇所でも、液状化と判読されない箇所もいくつもみられた。したがって、航空写真判読で得られた箇

所を全て液状化地点とみなすのは、避けるべきである。ただし、工場等立ち入りが難しい施設の液状

化箇所を判断するためには有効な手法といえる。 

航空写真判読で得られた液状化判定結果は、現地調査で得られた判定結果とは精度が異なると考え

られるため、調査票には記載しないこととした。 
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３．５ とりまとめ 

本業務では、関東地方の液状化発生箇所を調査し、発生箇所ごとに素因情報を個別調査票として

まとめた。ここでは、それらの素因と液状化の被害等の関係を分析した。 

 

（１） 被害の全体的な特徴 

 初めに液状化発生面積と被害の程度のヒストグラムを図 3.5.1、図 3.5.2 に示す。 

 図 3.5.1 より発生面積「小」が一番多く、全体の 47.0%を示すが、「中」は 31.1%、「大」も 21.3%

を示す。 

 図 3.5.2 より被害の程度は「小」が一番多く、45.4%を示すが、2 番目は被害「大」で 25.1%であ

る。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.1 液状化発生面積のヒストグラム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.2 被害の程度のヒストグラム 
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 次に、液状化発生面積と被害の程度の関係を図 3.5.3 に示す。液状化発生面積が大きい場合には被

害の程度が大きく、液状化発生面積が小さい場合には被害の程度も小さい傾向がみられ、液状化発

生面積と被害の程度はある程度の相関性を示すものといえる、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.5.3 発生面積と被害の程度の関係 
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（２） 地震動と被害の関係 

 近傍で観測された地震動データと被害の程度の関係を整理した。ここでは、本震（2011/3/11 14：

46 M9.0）のデータを対象とする。 

初めに、本震と茨城県沖余震（2011/3/11 15：15 M7.4）との関係を図 3.5.4～図 3.5.6 に示す。ま

た、表 3.5.1 に余震の最大加速度、最大速度、継続時間が本震よりも大きかった観測点を示す。 

 概ね本震の加速度、速度、強震継続時間の方が余震よりも大きいが、余震の震源に近い茨城県東

南部、千葉県東北部周辺の観測点では余震の方が本震を上回る値となっている地点が数箇所みられ

る。特に継続時間に関して、この余震は主要動の前後に幾つかのイベントがあり、そのために継続

時間が本震よりもかなり長く算定されている。例として、図 3.5.7 に K-NET 銚子の水平加速度波形

を示す。 

 

 

表 3.5.1 余震の最大加速度、最大速度、継続時間が本震よりも大きかった観測点 

応答値 観測点 

最大加速度 K-NET 銚子、KIK-NET 波崎 2、K-NET 東金、K-NET 姉崎 

最大速度 K-NET 銚子、KIK-NET 波崎 2、K-NET 鹿嶋、K-NET 東金、K-NET 八日市場 

継続時間 

K-NET 銚子、K-NET 鹿嶋、K-NET 佐原、KIK-NET 成田、K-NET 東金、 

K-NET 八日市場、K-NET 白井、K-NET 取手市、K-NET 野田、 

KIK-NET ひたちなか、K-NET 大宮、K-NET 日立 

注）KIK-NET 波崎 2 など茨城県東部の幾つかの観測点の継続時間は、余震の 2 つ目のイベントがデータ

収録時間の関係で記録されていないため、本震よりも余震の方が短くなっているが、実際には本震より

も余震の方が長い可能性がある。 

 

 次に、最大加速度、最大速度、50gal 以上の強震継続時間と被害の程度の関係を図 3.5.8～図 3.5.10

に示す。これによれば、これら地震動の特性値と被害の程度との間に明確な関係は認められない。

さらに、図 3.5.11 に最大加速度、50gal 以上の強震継続時間と被害の程度の関係を示す。これより、

以下のことが読み取れる。①最大加速度が 400gal 程度までは、最大加速度が増加するにつれて継続

時間も増加する傾向を示すが、400gal を超えると継続時間の増加傾向は頭打ちとなる。②最大加速

度、継続時間が大きいのは水戸以北の茨城県の地域であり、それに次いで利根川下流域、鬼怒川・

小貝川流域の最大加速度、継続時間が大きいことがわかる。埋立地の被害が大きかった東京湾岸の

地域は最大加速度 150～300gal、継続時間は 40～100 秒程度である。③被害「大」の箇所は最大加速

度 150～800gal、継続時間は 40～130 秒付近にばらついており、地震動の条件以外の地盤条件、地形

条件の要因が影響しているものと考えられる。 
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最大加速度（本震）と（余震）の相関図
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図 3.5.4 本震（2011/3/11 14：46 M9.0）と余震（2011/3/11 15：15 M7.4）の最大加速度 
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図 3.5.5 本震（2011/3/11 14：46 M9.0）と余震（2011/3/11 15：15 M7.4）の最大速度 
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継続時間（本震）と（余震）の相関図
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図 3.5.6 本震（2011/3/11 14：46 M9.0）と余震（2011/3/11 15：15 M7.4）の継続時間 

 

 

図 3.5.7  K-NET 銚子の水平加速度波形 
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最大加速度（本震）と被害の程度の相関図
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図 3.5.8 最大加速度と被害の程度の関係 
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図 3.5.9 最大速度と被害の程度の関係 

継続時間（本震）と被害の程度の相関図
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図 3.5.10 50gal 以上の強震継続時間と被害の程度の関係 
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図 3.5.11 最大加速度、50gal 以上の強震継続時間と被害の程度の関係 

 

図 3.5.12 に気象庁震度階（本震）と被害の程度の関係を示す。震度 5 弱以上で被害「大」が発生

する傾向が認められる（逆にいえば、震度 4 以下では被害「大」は発生しにくい）が、それ以外に

明瞭な相関性は認められないようである。 
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図 3.5.12 気象庁震度階（本震）と被害の程度の関係 
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（３） 液状化履歴 

今回の 183 箇所の液状化発生箇所の中で、調査票の範囲内に過去の地震の際に周辺で液状化が発

生したことのある箇所は 54 箇所（29.5%）、その 54 箇所中で、過去の地震と同じ地点で液状化が発

生したことのある箇所は 26 箇所（全体 183 箇所の 14.2%、54 箇所中の 48.1%）であった。これより

過去に液状化が発生した箇所では再び液状化が発生しやすい傾向があることが今回の地震でも確認

された。 

表 3.5.2 に過去の地震の際に同じ地点で液状化が発生したことのある箇所の一覧を示し、表 3.5.3

に過去の地震の際に周辺で液状化が発生したことのある箇所の一覧を示す。また、図 3.5.13 に液状

化履歴の表記の定義を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.13 液状化履歴の表記の定義 

今回の液状化地点 今回の液状化地点 今回の液状化地点 

過去の液状化地点 

過去の液状化地点 

過去の液状化地点 

調査票の範囲 調査票の範囲 調査票の範囲 

液状化履歴なし 

過去の地震の際に周辺で 

液状化が発生したことのある箇所 

過去の地震の際に同じ地点で 

液状化が発生したことのある箇所 

表 3.5.2 過去の地震の際に同じ地点で液状化が発生したことのある箇所の一覧 
No. 箇所名 地名 液状化発生履歴 被害の程度 気象庁震度

10 江戸川区-2，葛飾区-2，墨田区-1 江戸川区平井6丁目 1855安政江戸地震 小 5弱

13 葛飾区-1，八潮市-1 葛飾区水元公園 1923大正関東地震 中 5弱

26 浦安市-6 入船，美浜，海楽 1987千葉県東方沖地震 大 5強

45 美浜区-2，花見川区-1 美浜区美浜，中瀬，ひび野，打瀬，若葉 1987千葉県東方沖地震 大 5強

46 美浜区-3 磯辺，真砂，稲毛海岸5丁目 1987千葉県東方沖地震 大 5強

47 美浜区-4 高浜，高洲，稲毛海岸3丁目 1987千葉県東方沖地震 大 5強

48 美浜区-5 新港 1987千葉県東方沖地震 中 5強

50 中央区-2 蘇我町 1987千葉県東方沖地震 小 5強

52 袖ヶ浦市-1 中袖，長浦 1987千葉県東方沖地震 小～中 4

57 九十九里町-1 下谷，南新田 1987千葉県東方沖地震 小 5弱

58 東金市-1 台方 1987千葉県東方沖地震 小 5弱

59 山武市-1 木戸浜，小松浜，中谷ノ下浜 1987千葉県東方沖地震 小 5強

60 山武市-2 松尾 1987千葉県東方沖地震 小 5弱

61 旭市-1 三川，東足洗 1987千葉県東方沖地震 大 5強

62 旭市-2 足川，西足洗，仁玉 1987千葉県東方沖地震 中～大 5強

63 旭市-3，匝瑳市-1 旭市井戸野，匝瑳市吉崎浜 1987千葉県東方沖地震 中 5強

67 香取市-1 佐原ロ 1895霞ヶ浦付近の地震、1987千葉県東方沖地震 大 5強

69 香取市-2，稲敷市-5 香取市笄島，稲敷市西代 1987千葉県東方沖地震 大 6弱

70 香取市-3，潮来市-5，稲敷市-4 香取市八筋川 1987千葉県東方沖地震 大 6弱

76 神崎町-2，稲敷市-7 神崎町今 1987千葉県東方沖地震 中 5強

112 神栖市-10，東庄町-3 神栖市横瀬 1987千葉県東方沖地震 小 5弱

118 潮来市-2 日の出 1987千葉県東方沖地震 大 6弱

123 稲敷市-3 本新 1987千葉県東方沖地震 大 6弱

124 稲敷市-6，香取市-10 稲敷市結佐，香取市野間谷原，石納 1987千葉県東方沖地震 大 6弱

125 稲敷市-8，神埼町-1 稲敷市橋向，余津谷，神崎町神崎新宿，向野，松崎 1987千葉県東方沖地震 大 5強

141 境町-1，幸手市-2，野田市-1，五霞町-3 境町新吉町，幸手市西関宿，野田市三軒家 1923大正関東地震 大 5強
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No. 箇所名 過去の発生地名 液状化発生履歴 被害の程度 気象庁震度

4 江東区-4 有明3丁目 1987千葉県東方沖地震 小～中 5強

5 江東区-5，品川区-1，港区-1 港区台場 1855安政江戸地震、1923大正関東地震 小 5強

6 江東区-6 越中島，木場，古石場 1894東京湾北部地震、1923大正関東地震 小～中 5強

10 江戸川区-2，葛飾区-2，墨田区-1 江戸川区平井6丁目，墨田区立花4丁目 1855安政江戸地震、1894東京湾北部地震、1923大正関東地震 小 5弱

11 中央区-1 月島，勝どき，佃 1923大正関東地震 小 5強

13 葛飾区-1，八潮市-1 葛飾区水元公園，東水元，西水元，三郷市高洲，戸ケ崎 1923大正関東地震 中 5弱

14 足立区-1，葛飾区-3 足立区柳原1，2丁目，千住河原町，千住緑町，千住，葛飾区小菅1丁目 1894東京湾北部地震、1923大正関東地震 小 5強

15 足立区-2，北区-1，川口市-1 足立区新田3丁目，鹿浜2丁目，北区志茂3丁目 1855安政江戸地震、1894東京湾北部地震、1923大正関東地震 小 5弱

26 浦安市-6 入船，美浜，海楽 1987千葉県東方沖地震 大 5強

45 美浜区-2，花見川区-1 美浜区美浜，中瀬，ひび野，打瀬，若葉 1987千葉県東方沖地震 大 5強

46 美浜区-3 磯辺4丁目 1987千葉県東方沖地震 大 5強

47 美浜区-4 高浜，高洲，稲毛海岸3丁目 1987千葉県東方沖地震 大 5強

48 美浜区-5 新港，幸町2丁目 1987千葉県東方沖地震 中 5強

49 中央区-1 中央港，出洲港 1923大正関東地震、1987千葉県東方沖地震 小 5強

50 中央区-2 蘇我町，新浜町 1987千葉県東方沖地震 小 5強

52 袖ヶ浦市-1 中袖，長浦 1987千葉県東方沖地震 小～中 4

53 木更津市-1 潮浜，木材港 1987千葉県東方沖地震 小 5弱

56 南房総市-1 谷津 1923大正関東地震 小 5弱

57 九十九里町-1 下谷，南新田 1987千葉県東方沖地震 小 5弱

58 東金市-1 台方，東金 1987千葉県東方沖地震 小 5弱

59 山武市-1 木戸浜，小松浜，中谷ノ下浜，木戸，小松，宿ノ下浜 1987千葉県東方沖地震 小 5強

60 山武市-2 松尾，五反田 1987千葉県東方沖地震 小 5弱

61 旭市-1 三川，東足洗 1987千葉県東方沖地震 大 5強

62 旭市-2 足川，西足洗，仁玉 1987千葉県東方沖地震 中～大 5強

63 旭市-3，匝瑳市-1 旭市井戸野，匝瑳市吉崎浜 1987千葉県東方沖地震 中 5強

67 香取市-1 佐原ロ 1895霞ヶ浦付近の地震、1987千葉県東方沖地震 大 5強

69 香取市-2，稲敷市-5 香取市笄島，稲敷市西代 1987千葉県東方沖地震 大 6弱

70 香取市-3，潮来市-5，稲敷市-4 香取市八筋川 1987千葉県東方沖地震 大 6弱

71 香取市-4，潮来市-1 香取市扇島 1987千葉県東方沖地震 小 6弱

74 香取市-7，神栖市-6 香取市三之分目 1987千葉県東方沖地震 中～大 6弱

76 神崎町-2，稲敷市-7 神崎町今 1987千葉県東方沖地震 中 5強

78 成田市-2，河内町-3 成田市高岡 1987千葉県東方沖地震 中 4

85 我孫子市-3，取手市-5 取手市新町，東 1923大正関東地震 中 5弱

87 久喜市-1 間鎌 1923大正関東地震 中～大 5強

90 加須市-3 西大輪 1923大正関東地震 小 5強

91 加須市-4 新堀，菖蒲 1923大正関東地震 小 5強

93 羽生市-1 須影 1931西埼玉地震 小 5強

95 熊谷市-1 西条，上中条 1923大正関東地震 小 5弱

96 宮代町-1 宮代町百間，中島，宮東，杉戸町杉戸，清地 1923大正関東地震、1931西埼玉地震 小 6弱

97 春日部市-1 備後東，備後西，一ノ割，藤塚，緑町，大畑，銚子口 1923大正関東地震、1931西埼玉地震 小 5強

98 吉川市-1 加藤 1931西埼玉地震 小 5強

99 越谷市-1 袋山，恩間，下間久里，大竹，千間台東 1923大正関東地震 小 5弱

100 さいたま市-1 桜区田島，南区沼影 1923大正関東地震 小 5弱

103 幸手市-1，五霞町-2 幸手市内国府間 1923大正関東地震 小 5強

112 神栖市-10，東庄町-3 神栖市横瀬 1987千葉県東方沖地震 小 5弱

118 潮来市-2 日の出 1987千葉県東方沖地震 大 6弱

122 稲敷市-2 手賀組新田 1987千葉県東方沖地震 小 6弱

123 稲敷市-3 本新，押堀 1987千葉県東方沖地震 大 6弱

124 稲敷市-6，香取市-10 稲敷市結佐，香取市野間谷原，石納 1987千葉県東方沖地震 大 6弱

125 稲敷市-8，神埼町-1 稲敷市橋向，余津谷，神崎町神崎新宿，向野，松崎 1987千葉県東方沖地震 大 5強

131 取手市-1 新町，東 1923大正関東地震 中 6弱

138 常総市-3 笹塚新田，庄右衛門新田 1923大正関東地震 小 5強

141 境町-1，幸手市-2，野田市-1，五霞町-3 境町新吉町，幸手市西関宿，野田市関宿町，三軒家 1923大正関東地震 大 5強

172 ひたちなか市-1 幸町 1895霞ヶ浦付近の地震 大 6弱  
 

日本の液状化履歴マップ 745-2008（若松加寿江著）における地震の凡例 

記号 地震名 

○ 1855 安政江戸地震 

□ 1894 東京湾北部地震 

 1895 霞ヶ浦付近の地震 

△ 1923 大正関東地震 

○ 1931 西埼玉地震 

□ 1987 千葉県東方沖地震 

 

表 3.5.3 過去の地震の際に周辺で液状化が発生したことのある箇所の一覧 
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（４） 微地形区分と液状化発生箇所の関係

調査で把握した関東地方の液状化発生地点を既存の２５０ｍメッシュ毎の微地形区分データ上に

プロットした（図 3.5.14）。なお、このデータセットでは、メッシュ内に複数の微地形が存在する

場合には原則として最大の面積を占める微地形区分を該当メッシュの属性としている（若松加寿

江・松岡昌志による世界測地系準拠 250m メッシュ地形・地盤分類データを使用）。 

その結果、液状化発生地点は、河川・湖沼周辺の低地部、沿岸部の埋立地に多く分布する傾向が

みられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3.5.14 関東地方の微地形区分図と液状化発生地点 
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次に、メッシュ内に液状化地点が含まれるものを液状化発生メッシュとし、今回調査した全ての液

状化発生地点を上記250mメッシュの微地形区分にあてはめてみた（液状化発生メッシュ数3332）。

なお、個別のメッシュをみた場合、当該メッシュの微地形区分とは異なる微地形区分の地点に液状化

発生地が存在し、それをもって液状化発生メッシュとしてカウントされているケースもあると考えら

れるが、液状化発生地点と地形との関係の大まかな傾向を把握するために試算してみた。得られた微

地形区分と液状化発生メッシュの割合を図3.5.15に示す。 

これより今回の地震における液状化発生地点は、微地形区分では埋立地が最も多く 35.1%を占め、

次いで、三角州・海岸低地（16.2%）が多いことがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3.5.15 250m メッシュ微地形区分と液状化発生地点の割合 
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さらに、母数を関東地方 1 都 6 県（総メッシュ数約 49 万 7 千、約 3 万 1 千 km2）とした場合の、

微地形毎の液状化発生メッシュの比率を集計した。これより関東地方の埋立地で 20.2％、旧河道・

旧湖沼で 10.4％、干拓地で 7.5％の割合で液状化が発生し、発生割合が相対的に高い傾向がみられた。

微地形ごとの液状化発生の傾向を図 3.5.16 に示す。 

 

 

 

図 3.5.16 微地形ごとの液状化発生傾向 

非液状化 

液状化 
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（５） 土地改変年代と被害の程度の関係

個別調査票の土地改変履歴の記載で、改変の年代がわかっているものについて表 3.5.4 のような年

代区分を行い、被害の程度との関係を調べた。その結果を図 3.5.17 に示す。 

図 3.5.17 より土地改変年代が新しければ、被害も大きいという関係はみられない。臨海部の埋立

や湖沼の干拓が盛んであった 1945 年～1980 年までの年代区分の液状化発生箇所数が多く、被害の

程度も大きい傾向がみられる。時代とともに埋立の材料・方法の変化や地盤改良工法の発展もあっ

たと考えられるが、この原因の解明には今後の詳細な検討が必要と考えられる。 

 

 

 

表 3.5.4 土地改変の年代区分 

区分番号 年代区分 箇所数 割合(%) 

１ 改変なし 1 0.5 

2 1945 年以前 18 9.8 

3 1945～1970 年 37 20.2 

4 1970～1980 年 30 16.4 

5 1980 年以降 14 7.7 

6 不明 83 45.4 
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図 3.5.17 土地改変年代と被害の程度の関係 
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（６） 地域別の被害の特徴

液状化発生範囲を図 3.5.18 に示すように、茨城北部、利根川下流・霞ヶ浦流域、九十九里沿岸、

東京湾岸（東京･川崎）、東京湾岸（千葉）、鬼怒川・小貝川流域、古利根川流域、荒川下流流域、そ

の他の計 9 つに分けて主な液状化被害の特徴を表 3.5.5 に示す。 

 

 

表 3.5.5 地域別の液状化被害の特徴 

地域 
調査

票数 

被害 
「大」の 
箇所数 

被害 
「大」の

割合(%) 
主な特徴 

茨城北部 15 4 26.7 

震源に近く地震動が強いため、被害も大きい傾向 

近年強い地震動が観測されたことがほとんどなく、

液状化履歴があまりない 

利根川下流 

・ 

霞ヶ浦流域 

55 17 30.9 

干拓地、旧河道跡、砂利採取跡の埋土で被害が大き

い。噴砂量多い。 

鹿島灘の近辺では余震の方が本震よりも大きい傾向

九十九里 

沿岸 
7 1 14.3 

旭市を除き小規模な被害 

7 箇所とも 1987 年千葉県東方沖地震の際に今回と同

じ箇所で液状化が発生 

東京湾岸 

（東京～ 

川崎） 

12 0 0 
湾岸部（千葉）と比べると相対的に被害は小さいが、

噴砂の量は多い傾向にあった 

東京湾岸 

（千葉） 
32 20 62.5 

埋立地盤では埋立年代による差はみられるが、広範

囲に液状化が発生。噴砂量多い。 

地盤改良が実施されていた箇所では被害が少ない傾

向を確認 

鬼怒川・ 

小貝川流域 
21 3 14.3 

下妻市鬼怒等 3 箇所を除くと、比較的小規模な耕作

地の液状化地点が多い 

古利根川 

流域 
26 1 3.7 

久喜市南栗橋を除くと、比較的小規模な液状化地点

が多い 

荒川下流 

流域 
5 0 0 

河川敷のゴルフ場やグラウンドの液状化で、大部分

が旧河道跡の埋土。堤内地では液状化は発生してい

ない 

その他 10 0 0 
内陸部の孤立した造成地と横浜、南房。 

全体的に面積、程度とも小規模な被害が多い 
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図 3.5.18 液状化発生範囲（地域別） 
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利根川下流・霞ヶ浦流域

九十九里沿岸 

鬼怒川・小貝川流域 

茨城北部 
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（７）おわりに 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震は、液状化現象の新たな課題を技術者、研

究者に与えることとなった。本業務で整理したデータが、基礎資料としてこれからの液状化判定法

の高精度化、液状化対策工法の発展等につながることを期待したい。 
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